
国における再エネ関連委員会等開催状況（2025.1月分）  

月日 内   容 

1/17 

 

第 101 回 調達価格等算定委員会 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/101.html を基にして作成 

●入札制・地域活用要件について  

●残る論点について 

1/23 

 

第 1 回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネ

ットワーク小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 次世代電力系統ワーキンググループ 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/smart_power_grid_wg/001.html を基にして作成 

●次世代電力系統ワーキンググループの設置について  

●再生可能エネルギーの出力制御に関する短期見通し等について 

●2025 年度出力制御見通しについて［東京電力パワーグリッド］  

●系統用蓄電池に関する諸課題について  

●日本版コネクト＆マネージにおけるノンファーム型接続の取組  

●局地的な大規模需要の現状と課題 

1/30 第 3 回 洋上風力発電におけるモニタリング等に関する検討会 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/safety_security/offshore_wind_monitoring/003.html を基にして作成 

●事業者が行うモニタリング等の内容（修正案）について  

●モニタリングデータの取扱い及びモニタリング結果の活用について 

1/30 第 102 回 調達価格等算定委員会 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/102.html を基にして作成 

●再生可能エネルギーの自立化・初期投資支援スキームについて 

●取りまとめについて 

1/30 2024 年度第 5 回 定置用蓄電システム普及拡大検討会 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/storage_system/2024_005.html を基にして作成 

●定置用蓄電システム普及拡大検討会の結果とりまとめ(案) ※トピックスにポイントを記載 

●定置用蓄電システムに関わる直近の政策動向についてのご報告  

1/31 令和 6 年度第 1 回 環境審査顧問会全体会 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/safety_security/kankyo_shinsa/zentaikai_2024_01.html を基にして作成 

●発電所に係る環境影響評価の手引の改訂について  

●環境影響評価に係る最近の動向 

1/31 『再生可能エネルギーの固定価格買取制度』に基づく再エネ出力制御指示に関する報告 

出典：東北電力 NW ウェブサイト 
https://setsuden.nw.tohoku-epco.co.jp/common/demand/seigyo_shiji_tounen.pdf を基にして作成 

●直近の情報：東北電力 NW の出力制御は東北エリアで 1 月に指示はない 

※青文字部分を Ctrlキーを押しながらクリックするとリンクされます 
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再エネ等動向調査（R7.1） トピックス 

2024 年度第 5 回 定置用蓄電システム普及拡大検討会 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/storage_system/2024_005.html を基にして作成 

●定置用蓄電システム普及拡大検討会の結果とりまとめ(案) 

2024 年度 定置用蓄電システム普及拡大検討会の結果とりまとめ（案） 

◆定置用蓄電システムをめぐる現状認識 

●家庭用蓄電システムにおける現状 

➢ 補助金事業における蓄電システムコストは平均 11.1 万円/ｋWh であり、系統用・再エネ併設等の大規模システム 

と比較して資源価格の高騰や円安の影響は小さい。 

➢ 配電系統の混雑緩和等、低圧リソースの特性を踏まえた制度設計が期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 業務・産業用蓄電システムにおける現状 

➢ 補助金事業における蓄電システムコストは平均 9.2 万円/ｋWh。 

資源価格の高騰や円安により 2023 年度の電池部分の価格は上昇傾向にある。 

➢ 経済性、運用収益の定量評価が難しいために導入に至らないケースも依然として存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 系統用・再エネ併設蓄電システムにおけるコスト面での現状 

➢ 補助金事業における蓄電システムコストは平均 5.4 万円/ｋWh であり、資源価格高騰が落ち着き 2023 年度から 

低下した。 

➢ 海外製と日本製を比較すると、内外価格差は大きく開き、海外製の方が数万円/kWh 程度安価な価格である。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/storage_system/2024_005.html


 

➢ 国内外の Tier 1 の大手メーカーであれば導入実績が豊富であり、安全性の信頼度に関して遜色はない。 

◆系統用・再エネ併設蓄電システムの収益性分析 

●系統用蓄電システムの需給調整市場における収益性評価 

 ・需給調整市場への応札のみで運用をする場合、応札価格と応札ブロック数によって、収益性は大きく変化する。 

➢ 応札価格を１５円/ΔkW・h で２０年間運用した場合、応札ブロック数が 1 ブロック/日、蓄電池導入に関わる建設 

費（CAPEX）が 7 万円/kWh 程度であればプラスのリターンが見込める。 

➢ また、火力・揚水等の他電源の足元の応札価格水準である 5.0 円/ΔkW・h で 20 年間運用した場合、応札ブロッ 

ク数が 1 ブロック/日で蓄電池導入に関わる建設費（CAPEX）が 3万円/kWh程度、2 ブロック/日で5万円/kWh 

程度であればプラスのリターンが見込める。 

➢ 蓄電池導入に関わる建設費（CAPEX）が低下するほど、応札価格及びブロック数を増加させたときの収益性の改善 

割合が高くなる。 

➢ なお、本分析の各算定条件及びその組み合わせは、収益性の感応度を分析するために、一定の仮定を置いたもので 

あり、実運用においては、これら各算定条件及びその組み合わせが必ずしも実現するものではないことに留意が必要。 

●再エネ併設蓄電システムの収益性評価 

・下図は九州エリアにおいて、太陽光併設蓄電システム(基準価格 15 円/kWh)を 20 年間運用した際の事業収益性の 

評価結果である。建設費が系統用蓄電池の水準６万円/kWh 程度以下である場合には、一定の収益が見込まれる。 

 ・下記の評価は現在の市場環境を基にした評価であり、 将来の収益見通しを作成する際には将来の市場見通しを作成 

し、その見通しを基に収益性を評価する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


